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1. 背景と目的 

 2002 年 6 月に施行された都市再生特別措置法では、民間

都市開発投資を促進するため、都市再生特別地区等の規制

緩和、認定事業(1)に対する割増償却や固定資産税等の税制措

置、投融資による金融支援(2)の 3 つの都市再生関連支援策が

創設された。この支援策のなかで都市再生に最も寄与した

とされている(3)のが、都市再生特別地区等の規制緩和である。 
都市再生特別地区は、都市再生緊急整備地域内の都市開

発事業において、事業者から提案された都市再生への貢献

（以下、「公共貢献」とする。）に応じて、容積率等の規制

緩和を認める計画協議型の規制緩和手法である(4)。これは、

特定街区や総合設計等のように特定分野の貢献（空地、緑

化、用途等）の量的水準に応じて、容積率の緩和等が明示

されている事前確定型の規制緩和手法とは大きく異なって

いる。そのため、都市再生特別地区を適切に運用するには、

事業者から提案された公共貢献に対して、どのような協議

を経て規制緩和を認めるに至ったのかを明らかにすること

が重要であると考える。  
これまで都市再生特別地区を扱った研究には、都市型特

区における公共性概念を扱った研究 1)、諸外国における計画

提案と都市再生特別地区の審査手続きを比較した研究 2)が

存在する。また、都市開発事業における計画協議を扱った

研究には、再開発地区計画における計画協議を扱った研究 3

～4)、大規模都市開発における計画協議の実態を扱った研究 5

～7)が存在する。しかし、都市再生特別地区による公共貢献

と規制緩和の実態や、公共貢献の評価から規制緩和の決定

に至るまでの実態を明らかにした研究はない。 
そこで本研究では、都市再生特別地区の活用実績を把握

し、事業者から提案された公共貢献と規制緩和の実態を明

らかにする。さらに、どのような手続きを経て公共貢献の

評価と規制緩和の決定がなされているのかを把握すること

で、都市再生特別地区の運用実態と課題を明らかにする。 
 
2. 研究の構成と手法 

 本研究では、まず都市再生特別地区の活用実績を把握す

るため、2010 年 12 月末時点の指定状況を平成 21 年都市計

画年報（2010 年 5 月発行）及び各都道府県及び政令市等へ

の照会により整理した。（3 章） 次に、都市再生特別地区の

活用実績が最も多い東京都を対象に、事業者からの提案さ

れた公共貢献と規制緩和の実態を把握するため、都市計画

審議会に提出された都市計画素案の収集・整理と規制緩和

によって付与された割増容積率による不動産価値を算出し

た。（4 章） さらに、公共貢献の評価と規制緩和の決定に至

るまでの経緯や課題を明らかにするため、東京都及び事業

者へのヒアリング調査 (5)や都市計画審議会等の議事録の整

理・分析を実施した。（5 章） 
 
3. 全国における都市再生特別地区の活用実績 

都市再生特別地区は、2003 年 2 月に心斎橋筋一丁目地区

（大阪市中央区）が指定されて以降、2010 年 12 月末時点で

全国51地区が指定されている。指定状況を地域別にみると、

東京都が 20 件（39%）、大阪市が 12 件（23%）、名古屋市が

4 件（8%）となっており、この 3 都市で全体の約 7 割を占

めている。（表 1 参照）また、時期別にみると、不動産市場

が好況期にあった 2007～08年は 10件前後まで増加したが、

2009 年以降は不動産市場の低迷もあり減少傾向に転じてい

る。（図 1 参照） 用途別にみると、都市再生特別地区を活

用した都市開発事業の 37 件がオフィス、7 件が住宅を主た

る用途としたものである。 
これらの都市再生特別地区に指定された地区では、新た
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に「誘導すべき用途、容積率の最高限度及び最低限度、建

蔽率の最高限度、建築面積の最低限度、高さの最高限度、

壁面の位置の制限」を定めることができる。このうち、従

前の規制から大きく変更されているのが容積率の最高限度

である。2010 年 12 月末時点で指定されている全ての地区に

おいて、容積率の最高限度が従前の規制を上回っており、

全国で平均 355％の容積率が事業者に付与（以下、事業者に

付与された容積率を「割増容積率」とする。）されている。

この割増容積率の全国平均値は、特定街区や総合設計等に

おける割増容積率の上限値として一般的に設定されている

300％を大きく上回るものである。 
表1 地域別件数  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 都市再生特別地区の指定件数の推移 

 
4. 都市再生特別地区による公共貢献と規制緩和 

4-1 都市再生特別地区によって創出された公共貢献 

本節では、東京都内の都市再生特別地区 20 件を対象に都

市計画審議会に提出された都市計画素案を収集・整理し、

事業者から提案された公共貢献を明らかにする。 
本研究では、公共貢献を広場や歩道状空地などを整備す

る「広場・通路」、地上出入口施設の整備や地下鉄コンコー

スの拡張などを行う「交通施設」、カンファレンスセンター

や観光案内所などを整備・運営する「地域貢献施設」、防災

備蓄倉庫の整備や帰宅困難者の避難空間の提供などを行う

「防災」、CASBEE の目標水準の設定や地域冷暖房施設の更

新・新設などを行う「環境・景観」に分類した。（表 2 参照） 

これらの公共貢献の変遷をみると、2003～05 年の制度創

設初期には、総合設計や特定街区等の事前確定型の規制緩

和手法による貢献と同様に「広場・通路」などのハード分

野の取組みが多かった。（図 2 参照） 
例えば、大崎駅西口Ｅ東地区（03 年提案）は、事業者敷

地890㎡の無償提供による交通広場の拡充・整形化、約3,500
㎡の「大崎の森」の整備といったものが公共貢献として評

価されていた。一方、2007 年以降は、同じハード分野の取

組みでも「防災」や「環境・景観」といった近年社会的な

要請が高まっている分野や「地域貢献施設」の整備・運営

といったソフト分野も含めた取組みも増加しており、提案

される公共貢献の多様化が進んでいるといえる。 
例えば、淡路町二丁目西部地区（06 年提案）では、地域

が抱える課題の一つである地域コミュニティの活性化を図

るため、学生によるボランティア活動を支援する施設の整 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2 東京都における都市再生特別地区の公共貢献の変遷 

 
備・運営が公共貢献として評価されている。この施設は、

学生が月に一定時間以上のボランティア活動を行う前提で

入居する賃貸住宅である。入居者は、ボランティア活動を

することで、受入団体から家賃補助チケットを受領し、現

金と家賃補助チケットによって賃料を支払う仕組みとなっ

ている。（図 3 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
図3 学生のボランティア活動を支援する施設の仕組み 

  
このように活用実績が増加するにつれて公共貢献が多様

化している要因には、東京都や事業者に対するヒアリング

調査から次の二点が考えられる。第一に過去の事業と同じ

ような公共貢献を提案しても、評価されにくいという点が

ある。公共貢献を評価する項目には、「地域に不足している

機能の強化・充実、地域の独自性を踏まえた効果的な機能

の導入」などの地域性を重視した記述が多くみられる。そ

のため、過去の事業において高く評価された公共貢献でも、

地域性が考慮されていなければ評価されにくい。したがっ

て、事業者は過去の事業において活用した取組みをそのま

ま踏襲するのではなく、案件毎に地域の特性や課題を十分

に踏まえた公共貢献を提案することで高い評価を得ており、

この取組みが公共貢献の多様化に大きく寄与している。 
第二に、都市再生特別地区の活用実績が増加するにつれ

て、東京都職員に事業者からの提案を引き出す能力が蓄積

されている点がある。事業者からの公共貢献は、東京都職

員との複数回にわたる協議によって徐々に内容が具体化し

ている。この協議では、一方的に事業者からの提案を聞き

取るのではなく、東京都からも当該地域の特性や課題、さ

らには他事業の公共貢献等を伝達することで、より地域性

を踏まえた公共貢献に深化させている。 
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表2 東京都における都市再生特別地区の公共貢献一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-2 都市再生特別地区の規制緩和が事業に与えた影響 

本節では、公共貢献の対価として付与された割増容積率

が事業に与えた影響を明らかにする。 
 事業に対する割増容積率の影響は、単に容積率の大小を

比較しても敷地面積によって影響度は大きく異なる。また、

割増容積率による床面積を用いて比較しても、時期及び地

域や用途によって事業に与える影響度は異なる(6)。そのため

本研究では、提案時期及び地域の用途別不動産価格等を用

いて、割増容積率による不動産価値（以下、「割増不動産価

値」とする。）を算出しその影響を把握する。割増不動産価

値は、「割増容積率によって創出される床面積が各事業の主

たる用途に用いられた場合に得られる事業収益」と定義し、

不動産鑑定評価等に広く用いられる収益還元法（直接還元

法）を用いて算出(7)した。 
その結果、東京都全体では 1 兆 2,011 億円、1 事業あたり

平均 601 億円（最大 1,256 億円、最小 238 億円）の割増不動

産価値が事業者に付与されており、都市再生特別地区を活

用した事業の平均不動産価値2,277億円の26.4％を占めてい

ることが明らかとなった。これは特定街区を活用した事業(8)

と比較しても、割増不動産価値の規模（123 億円）や事業全

体に占める割合（11.6％）を大きく上回ることから、都市再

生特別地区は他の規制緩和手法よりも事業に大きな影響を

与えているといえる。（図 4 参照） 
次に各事業の特徴をみると、従前の指定容積率が低い地

域の事業ほど、事業全体に占める割増不動産価値の割合が 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高くなっている。（図 5 参照）例えば、大崎駅西口E 東地区

や大崎駅西口 A 地区は、準工業地域に指定されているため

指定容積率は 300％であった。しかし、都市再生特別地区を

活用することで、容積率の最高限度がそれぞれ 750％、650％
と大幅に引き上げられたことによって、事業全体に占める

割増不動産価値の割合も 60％、54％と高い水準となってい

る。このように都市再生特別地区は、指定容積率が低い地

域ほど事業に対して大きな影響を与えているといえる。 
 
 
 
 
 
 

図4 事業全体に占める割増不動産価値の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5 指定容積率と割増不動産価値が占める割合の関係 
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正式提案時期 03年8月 04年10月 05年1月 05年10月 05年11月 06年3月 06年12月 07年3月 07年3月 07年3月 07年10月 07年10月 08年1月 08年1月 08年9月 08年9月 09年1月 09年1月 09年10月 09年10月

都市計画決定時期 04年1月 05年3月 05年6月 06年1月 06年3月 06年8月 07年4月 07年8月 07年8月 07年8月 08年3月 08年3月 08年6月 09年6月 09年3月 09年3月 09年6月 09年6月 10年3月 10年3月

割増容積率 450% 350% 400% 210% 370% 100% 475% 300% 540% 323% 525% 555% 192% 478% 100% 110% 478% 550% 416% 530%

割増容積率の不動産価値（4章の試算結果） 896億円 364億円 622億円 403億円 238億円 285億円 697億円 1,004億円 1,204億円 599億円 600億円 961億円 597億円 289億円 290億円 263億円 430億円 467億円 546億円 1,256億円 

広場・通路 区画道路の整備 ○ ○ ○

広場の整備（屋上広場等含む） 3,500㎡ ○ ○ 840㎡ 1,100㎡ 2,830㎡ 3,600㎡ 1,800㎡ ○ 2,900㎡ 1,700㎡ ○ 750㎡ 3,000㎡

歩道状空地の整備 ○ ○ 1,000㎡ 840㎡ ○ ○ ○

通路の整備（地下通路含む） ○ ○ ○ ○ ○

歩行者デッキの整備 ○ ○ ○

交通施設 タクシー・バス乗り場の整備 ○ ○ ○

附置義務以上の駐車場・駐輪場の整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○

地下駅前広場の整備 ○ 860㎡ 3,800㎡ ○ 1,300㎡ 1,400㎡ ○

地上出入口EV・ESの整備 ○ ○ ○ ○ ○

改札機の増設、改札空間の新設・拡張 ○ ○ ○ ○

地下鉄コンコースの拡張、内装・照明の整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○

多機能トイレの整備 ○ ○ ○

整備・運営 都市型住宅の整備 1,050㎡ ○

劇場の整備・運営 2,000席 18,600㎡

カンファレンスセンターの整備・運営 ○ ○ ○ 2,000㎡ 6,500㎡ 1,500㎡

ミュージアム・アカデミーの整備・運営 6,000㎡ ○ 2,500㎡ 4,000㎡ 4,000㎡ 1,600㎡

観光案内所の整備・運営 ○ ○ 1,500㎡ ○

地域交流施設の整備・運営 850㎡ 700㎡ 595㎡ 100㎡ ○ ○

産業支援施設の整備・運営 4,700㎡ ○

情報発信拠点施設の整備・運営 1,000㎡ ○ 200㎡ 150㎡

施設導入 医療施設の導入 ○ 1,800㎡ 2,000㎡

保育所の導入 ○ 1,420㎡ ○ 1,000㎡ 300㎡

生活利便施設（スーパー等）の導入 ○

教育関連施設の導入 9,000㎡

国際級宿泊施設の導入 ○ ○

防災 防災備蓄倉庫の整備 400㎡ 100㎡ 200㎡ 500% 200㎡ 200㎡ 200㎡ 400㎡ 200㎡ 200㎡ 200㎡ 200㎡ 200㎡

雨水貯留槽の整備 1,000ｔ ○

広場等の帰宅困難者の一時避難空間の提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

物資（飲料水・食料・簡易トイレ）の提供 ○ ○ ○ ○ ○

防災情報の提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○

環境・景観 CASBEEの目標水準の設定 Sクラス Aランク Sランク Aランク Sランク Aランク Aランク Aランク Aランク Sランク Sランク Sランク Sランク Aランク Sランク Sランク Sランク

地域冷暖房施設の更新・新設 ○ ○ ○ ○ ○

目標緑被率（対敷地面積）の設定 30% 30% 26% 30% 30% 28% 68% 20% 22% 23% 15% 45% 36%

目標CO2排出量の削減原単位の設定 39% 31% 33% 36% 51% 21% 33% 40% 36% 36% 36% 35% 39%

周辺道路の植栽・舗装・電線類地中化整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

敷地外のオープンスペースの整備 ○ 2,500㎡

歴史的建造物の保全・活用 ○ ○

その他貢献事項 ※1 ※2 ※3 ※4 ※5 ※6 ※7

域外貢献の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

【表の見方】都市計画審議会に提出された資料に記載された貢献内容のうち、上記項目に該当するものに「○」を入力している。また、面積や割合等の具体的な数値の記載があった事項は、その数値を入力している。

地
域
貢
献
施
設

貢献内容

概要

【その他貢献】※1：連鎖型再開発における先導プロジェクトの実現、都市農園の整備、※2：約1,050㎡の学生ボランティア支援施設（居住用戸数20～30戸）の整備、※3：SEGES（緑地評価制度）の最高評価の取得、鳥類の生育環境
　　　　　　　　　の整備、※4：世界初の窓面太陽光発電パネルの設置、※5：広場等におけるイベントの企画・運営、※6：東京中央郵便局庁舎の保存、※7：カーシェアリングの促進、京橋環境ステーションの整備・運営
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4-3 公共貢献と規制緩和の関係性 

 本節では、「創出された公共貢献」と「割増不動産価値」

の関係性を明らかにする。公共貢献と規制緩和の公平性を

担保するためには、「公共貢献による事業者負担(9)：X」と

「割増不動産価値：Y」との間に、一定の関係性：αを有す

ることが望ましい。しかしながら、この公共貢献による事

業者負担は、正確に把握することが困難であることから、

本研究では割増不動産価値が同水準の事業における公共貢

献の内容を比較する。 
 
 
 
 
 

図6 望ましい公共貢献の評価体系 

 
前節の不動産価値の算出において、「丸の内 2-1 地区、大

手町地区B-1、丸の内二丁目 7 地区」は、それぞれ約 300 億

円弱の割増不動産価値が付与されている。したがって、割

増不動産価値が同水準であるとすれば、公共貢献も同水準

の内容が行われているべきと考えられる。これらの事業に

よる主な公共貢献を比較すると、丸の内 2-1 地区は「丸の内

美術館の整備・運営、CASBEE と CO2削減原単位量の目標

設定」を提案しているのに対して、大手町地区 B-1 は「国

際医療施設の導入、金融教育・交流センターの整備・運営、

CASBEE・CO2削減原単位量・緑被率の目標設定、敷地外オ

ープンスペースの整備」と公共貢献は量的・質的にも充実

している。また、丸の内二丁目 7 地区では「広場や通路の

整備、カンファンスセンター・ミュージアム・観光案内所

の整備・運営、防災備蓄倉庫の整備、歴史的建造物の保全・

活用」とさらに充実した公共貢献となっている。（表 3 参照） 
同様に「丸の内 1-1 地区、北品川五丁目第 1 地区、銀座 4

丁目 6 地区、神田駿河台三丁目 9 地区」は、それぞれ約 600
億円の割増不動産価値が付与されているが、公共貢献の内

容は大きく異なっている。（表 2 参照） 
 

表3 割増不動産価値が同水準の事業における公共貢献 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このように同水準の不動産価値が付与されているにも関

わらず、各事業における公共貢献は量的にも質的にも大き

く異なっている。これは、貢献による事業者負担にも大き

な差異が存在するものと類推される。このように「貢献に

よる事業者負担：Ｘ」と「割増不動産価値：Y」に一定の関

係性：αがみられない要因には、東京都が提案時期及び地

域を考慮したうえで各事業の公共貢献の重要度を判断し、

割増容積率を決定しているからであると考えられる。その

ため、公共貢献と規制緩和の関係性は、提案時期や地域に

よって大きく変化するものであるといえる。 
 
5. 東京都における都市再生特別地区の運用実態 

5-1 都市再生特別地区の審査手続き 

本節では、東京都及び事業者へのヒアリング調査を基に

都市再生特別地区の審査手続きの実態を明らかにする。 
都市再生特別地区の活用要件は、「事業の地域整備方針等

への適合」と、「面積要件（0.5ha 以上の事業に係る土地の

全部又は一部を含む一団の土地であること）」のみであり、

その他の判断については一律的な基準によらず、1 件ごとに

個別審査を実施するとされている。また、都市再生特別地

区の審査手続きは、迅速な処理が基本とされており、事業

者から正式提案がなされた場合、6 ヶ月以内に都市計画決定

の有無を判断することが求められている。そのため、東京

都では迅速な処理に対応するため、正式提案前に任意の事

前協議を行うことにしている。 
事業者は、この事前協議において、法に基づく必要図書

の他に、公共貢献や規制緩和の必要性と妥当性を示す説明

資料を提出し、東京都都市整備局との複数回にわたる協議

を行っている。その後、局内に設置された都市再生特別地

区検討会（提案された案件ごとに評価項目、評価方針など

を検討調整する部課長級の会合）及び審査会（検討会の結

果を踏まえ都市計画決定・変更の必要性を判断する局次長

級の会合）によって審査され正式提案に至る。正式提案後

は、区への意見聴取を経て 2 週間の縦覧を行い、東京都議

会都市整備委員会（以下、「委員会」とする。）に報告した

後、東京都都市計画審議会（以下、「審議会」とする。）に

付議され、都市計画決定の有無が判断される。これらの手

続きのうち、最も時間を要するのが事前協議であり、東京

都や事業者へのヒアリング調査によると 1 件あたり約 6 カ

月から 1 年の期間を要している。東京都へのヒアリング調

査によると、正式提案された案件のうち、都市計画決定に

至らなかったものは存在しない。したがって、公共貢献の

評価や規制緩和の内容は、事前協議の場で概ね決定されて

いるといえる。（図 7 参照） 
 
 
 
 
 
 
 

図7 東京都における提案手続きの流れ 

 

丸の内2-1地区
（2006年提案）

大手町地区B-1
（2008年提案）

丸の内二丁目7地区
（2008年提案）
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・
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• 仲通り機能の延伸 • 約750㎡の情報広場の整備
• 地上及び地下に貫通通路整備
• 約1,400㎡のｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ整備
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• 約3,800㎡の東京駅前地下広
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施設
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情報ｾﾝﾀｰの整備・運営

• 約4,000㎡の総合ﾐｭｰｼﾞｱﾑと約
6,500㎡の国際ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ
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委員会

審議会

事業の妥当性 公共貢献の内容 規制緩和による影響 その他

29%

8%
57%

詳細説明
必要性
効果
担保方法
評価及び決定理由

審議会：「公共貢献の内容」の内訳

54%

8%

44%

詳細説明
必要性
効果
担保方法
評価及び決定理由

委員会：「公共貢献の内容」の内訳

5-2 正式提案後の公共貢献の評価と規制緩和の内容 

に関する審査実態 

前節で示した通り、公共貢献の評価と規制緩和の内容は、

事前協議の場において概ね決定されている。この事前協議

における議論内容は非公開(10)とされているため、本節では

正式提案後の委員会と審議会において、どのような議論が

なされているのかを明らかにする。 
 委員会及び審議会の議事録から、各委員と事務局である

東京都都市整備局の発言内容及び発言量（文字数）を整理

した。委員会及び審議会での議論は、大きく「①事業の妥

当性（事業概要及び必要性、地権者の同意、周辺住民への

説明、区の同意、区域の形状等）」、「②公共貢献の内容（公

共貢献の詳細説明、必要性、効果、担保方法、評価及び規

制緩和の決定理由）」、「③規制緩和による影響（環境負荷、

発生交通量、駐車場等）」の三つに分けることが出来る。こ

の他に都市再生特別地区の審査手続きのあり方や東京都に

おける都市再生の方向性を質疑したものが数件存在した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図8 委員会及び審議会における議論内容 

 
このなかで、最も多く議論されていたのが「②公共貢献

の内容」であり、なかでも公共貢献の評価及び規制緩和の

決定理由に関するものが多かった。主な質疑としては、「提

案された公共貢献をどのように評価し、割増容積率等の規

制緩和をどのようにして決定するに至ったか」というもの

である。この質疑に対して、事務局である東京都都市整備

局では、「従来の都市開発諸制度におけるような一律の運用

基準は定めず、都市整備局内の審査会等において、公共貢

献に応じて総合的に判断して決定している。」との回答に終

始しており、具体的な算出根拠は明らかにしてはいない。

そのため、委員会及び審議会の委員は「規制緩和の算出根

拠が不透明であり、手続き上問題がある。」との指摘を数多

く行っており、委員会や審議会では公共貢献の評価と規制

緩和の内容に関する実質的な審査は行われていないといえ

る。また審議会では、公共貢献の担保方法についての質疑

も行われており、東京都都市整備局では「施設等の整備及

び維持管理等については、事業者との間で協定を締結して

担保している。」との説明を行っている。 
次に委員会及び審議会において、多く議論されていたの

が「①事業の妥当性」に関する議論であり、特に事業の概

要説明や事業実施の必要性に関する質疑が多くみられた。

これは、都市再生特別地区の活用対象となる事業の要件が

詳細に規定されていないため、個別に事業実施の必要性を

説明していく必要があったからであると考えられる。 
 
6. 都市再生特別地区における運用上の課題 

本章では、4 章及び 5 章の分析結果から、都市再生特別地

区の運用上の課題を考察する。 
（1）公共貢献の評価及び規制緩和の決定における 

公平性及び公正性の欠如 

委員会及び審議会において最も多く議論されていたよう

に、公共貢献の評価や規制緩和の決定において公平性及び

公正性を確保することは、計画協議型の規制緩和手法にお

いて最も重要な論点となる。そのため東京都では、2002 年

12 月に策定した「東京都における都市再生特別地区の運用

について」において、「提案内容に対する評価の透明性、公

平性、公正性を確保するために、都市計画決定権者として

の最終的な評価結果とその理由や都市計画決定権者と計画

事業者との間で締結された協定等について公開できるよう

にするとともに、計画事業者や利害関係者との打合せ記録

等について、事前相談の段階から記録を作成しておくこと

とする。」と明記している。しかし、「最終的な評価結果と

その理由」は、都市計画審議会に提出された都市計画素案

であり、その資料には規制緩和の具体的な算出根拠等は一

切記述されていない。また、「計画事業者や利害関係者との

打合せ記録等」は、文書管理規則よって保存期間が作成か

ら一年未満に指定されており、都市計画決定後に全て廃棄

されているため実質的に公開はされていない。4-3 でも明ら

かになったように、東京都では公共貢献に要する事業者負

担のみならず、公共貢献の重要度に応じて割増不動産価値

を付与している。しかし、その算出根拠は東京都都市整備

局内でしか確認出来ず、審議会等の第三者のチェック機能

も正常に働いていない実態からも、規制緩和の公平性及び

公正性の確保は不十分であるといわざるを得ない。 
（2）公共貢献の担保不足 

審議会で指摘のあった公共貢献の担保は、東京都と事業

者との間で「対象区域、提案内容の遵守、施設等の整備及

び維持管理等、履行の確認等、是正等の措置、地位の承継、

提案内容の変更」から構成される全案件同一内容の協定を

締結している。このうち公共貢献の担保は、「施設等の整備

及び維持管理等」と「履行の確認等」において記載されて

いる。この施設等の整備及び維持管理等では、主にハード

分野の取組みである公共貢献の整備と維持管理の履行を明

記している。一方、履行の確認等では、建築確認申請時、

建築物竣工時、その他東京都が必要と判断した場合（概ね

年一回程度）に提案された公共貢献の実施を確認している。 
これらの公共貢献の実施確認の拠所は、都市計画審議会

に提出された都市計画素案のみであるが、この都市計画素

案には具体的な記述に乏しい公共貢献もあり、「案」や「イ

メージ」と記載されている公共貢献の実施確認は、事業者

と東京都との間に齟齬が生じる恐れがある。特にソフト分

野の公共貢献は、任意の協定による担保しかないため、多
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様化する公共貢献を担保するには不十分な仕組みである。 
（3）都市再生特別地区を活用するための事業要件の不足 

委員会や審議会では、地権者の合意に至らなかったため

一部敷地を外した不整形な区域で提案している事業や、一

定の敷地面積を確保するために道路を跨いだ小規模敷地を

含めて提案している事業などに対して、一部の委員から事

業の妥当性に疑義を唱える意見もあった。 
都市再生特別地区は、都市再生に大きく寄与する都市開

発事業に対して、既存の用途地域等の規制緩和を特例的に

認めるものである。したがって、対象となる事業の可否を

判断するためには、地域整備方針への適合だけでなく、事

業計画の優良性、事業による効果、事業者の事業遂行能力

等を総合的に検証する必要がある。しかし、都市再生特別

措置法及び施行令等には、事業要件が事業の地域整備方針

等への適合と面積要件のみとなっており、事業計画の優良

性や事業者の事業遂行能力等は考慮されにくいという課題

を抱えている。 
 
7. 本研究のまとめ 

都市再生特別地区は、従来の規制緩和手法では評価する

ことが困難であったソフト分野の取組みや、時代によって

移り変わる社会の要請に対応した取組みなどを柔軟に評価

することを可能とした。これにより事業者の創意工夫や資

金を最大限活用することで、各地域の都市再生を大きく推

進させる公共貢献を多数生み出している。その一方で、一

律的な基準を設けないことの弊害として、運用面では「事

業の妥当性の検証、公共貢献の評価、規制緩和の決定方法、

公共貢献の担保」といった点において課題が存在する。 
今後、公共貢献の多様化が進行することが予想されるな

かで、都市再生特別地区を適切に機能させていくためには、

これらの課題を早期に解決していく必要がある。例えば、

事業の妥当性の検証には、ＰＦＩ事業の選定手続きに用い

られているように事業計画や資金計画に精通した会計士や

コンサルタント等の専門家を事前協議の審査会に追加する

ことが考えられだろう。また、公共貢献の評価及び規制緩

和の決定には、公平性及び公正性を担保するためにも、事

前協議段階から都市計画審議委員等の第三者を積極的に参

加させていく必要があるだろう。さらに公共貢献の担保に

は、事業者と協議のうえで罰則規定等を含めた契約書を個

別に作成する取組みが必要となるであろう。 
 

【補注】 

(1) 認定事業とは、国土交通大臣によって事業計画を認定された都市開

発事業のことであり、都市再生緊急整備地域内では都市機能の増進

する事業として民間都市再生事業計画に認定される。また、都市再

生整備事業計画の区域内では、都市再生に著しく貢献する事業とし

て民間都市再生整備計画に認定される。 
(2) 投融資による金融支援とは、民間都市再生事業計画では財団法人民

間都市開発推進機構による債務保証、都市再生ファンド投資法人に

よる出資・社債等取得、民間都市再生整備事業計画では財団法人民

間都市開発推進機構によるまち再生出資のことである。 
(3) 国土交通省が 2010 年度に調査した結果によると、都市再生関連支

援策による都市再生緊急整備地域の経済波及効果増加分のうち、約

9 割が都市再生特別地区等の規制緩和によるものであるとしている。 

(4) 正確には、事業者等からの都市再生に資する提案に基づき、既存の

用途地域等に基づく規制を一旦適用除外として、新たな規制を設け

る手法と定義されている。 
(5) ヒアリング対象者は、東京都都市整備局都市づくり政策部開発企画

課の都市再生特別地区担当者と都市再生特別地区を提案した不動

産会社 3社の担当者に対して、2009 年 9 月以降複数回実施した。 
(6) 規制緩和が事業に与えた影響を床面積によって分析した場合、周辺

不動産価格が低い地域や不動産市場が低迷している時期に提案し

た事業では、床面積あたりの不動産価値が相対的に低くなるため、

事業者が得た便益を過大に評価する恐れがある。本研究では、この

不動産価値を試算することによって、4-3 で行った割増不動産価値

が同水準の事業における公共貢献の内容の比較が可能となる。 
(7) 収益還元法は、対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純

収益の現在価値を求めて不動産価値を算出する手法であり、一般的

な不動産取引における売却又は購入価格の決定や、地価公示や地価

調査にも用いられている手法である。この収益還元法には、直接還

元法とDCF（Discount Cash Flow）法の 2 つの方法が存在するが、本

調査では各事業が前提とする投資期間等が不明であるため、直接還

元法を用いることにする。この純収益の算出には、年間賃料収入か

ら年間施設運営費を差し引いたNOI（Net Operating Income）を用い

た。この年間賃料収入は、提案時期の周辺不動産価格（主たる用途

がオフィスの場合はオフィス賃料水準、分譲住宅の場合は分譲価格

を利用）を参考に設定した。なお、参考した資料は、三鬼商事㈱「地

域別オフィスデータ」、㈱不動産経済研究所「全国マンション市場

動向」等である。また、年間施設運営費は、建物修繕費（建設工事

費の 0.4%と設定）、損害保険料（建設工事費の 0.15%と設定）、固定

資産税及び都市計画税（鑑定評価額の 1.7%）を対象とし、管理運営

費、維持管理費は共益費と相殺すると仮定した。さらに還元利回り

は、財団法人日本不動産研究所が半年毎に公表している不動産投資

家調査を用いて、提案時期における直近の調査結果である地域別及

び用途別の期待利回りを用いた。 
(8) 東京都内において都市再生特別措置法施行後（2002年6月から2010

年 12 月末まで）に特定街区を活用した事業は、「銀座八丁目：銀座

三井ビルディング、東上野二丁目：上野ゲートタワープロジェクト、

丸の内一丁目（その 2）：新丸の内ビルディング」である。 
(9) 公共貢献による事業者負担は、貢献に要する事業費から貢献によっ

て得られる事業収入（例えば地域貢献施設の場合は利用料や賃料等

の収入）を除いたものである。 
(10) 事業者ヒアリング調査によると、事業者は事前協議において、提案

した規制緩和の妥当性を立証するため、従来の規制緩和手法による

算出根拠を用いたり、公共貢献に要する事業費を賃料等の事業収益

によって回収した場合に必要となる床面積を算出した結果等を用

いて説明している。しかし、このような情報は事業者の企業経営又

は事業運営上の正当な利益を害する恐れがあると東京都では判断

しているため、第三者には開示していない。 
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